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附則  

第１章 総則  

（趣旨）  

第１条 この規則は、宇治市指定地域密着型サービスの事業の人員、

設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２５年宇治市条例



第１５号。以下「条例」という。）の施行について必要な事項を

定めるものとする。  

（定義）  

第２条 この規則において使用する用語は、次項に定めるもののほ

か、条例において使用する用語の例による。  

２ この規則において「常勤換算方法」とは、指定地域密着型サー

ビス事業者が指定地域密着型サービス事業を行う事業所の従業者

の勤務延時間数を当該事業所において常勤の従業者が勤務すべき

時間数で除することにより、当該事業所の従業者の員数を常勤の

従業者の員数に換算する方法をいう。  

第２章 定期巡回・随時対応型訪問介護看護  

（従業者の員数）  

第３条 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、指定定

期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所ごとに次の各号に掲げる

区分に応じ、当該各号に定める員数の従業者を置かなければなら

ない。  

（１） 管理者 １  

（２） オペレーター 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護

を提供する時間帯（以下この章において「提供時間帯」という。）

を通じて１以上確保されるために必要な数以上  

（３） 定期巡回サービスを行う訪問介護員等 交通事情、訪問

頻度等を勘案し、利用者に適切に定期巡回サービスを提供する

ために必要な数以上  

（４） 随時訪問サービスを行う訪問介護員等 提供時間帯を通

じて、随時訪問サービスの提供に当たる訪問介護員等が１以上

確保されるために必要な数以上  

（５） 訪問看護サービスを行う看護師等 次に掲げる職種の区

分に応じ、それぞれ次に定める員数  

ア 保健師、看護師又は准看護師（以下この章において「看護

職員」という。） 常勤換算方法で２．５以上  



イ 理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士 指定定期巡回・

随時対応型訪問介護看護事業所の実情に応じた適当数  

（管理者の配置基準）  

第４条 前条第１号に規定する管理者は、専らその職務に従事する

常勤の者でなければならない。ただし、指定定期巡回・随時対応

型訪問介護看護事業所の管理上支障がない場合は、当該指定定期

巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の他の職務に従事し、又は

他の事業所、施設等の職務に従事することができる。  

（オペレーターの配置基準）  

第５条 第３条第２号に規定するオペレーター（以下この章におい

て「オペレーター」という。）は、看護師、介護福祉士その他厚

生労働大臣が定める者（以下この章において「看護師、介護福祉

士等」という。）をもつて充てなければならない。ただし、利用

者の処遇に支障がない場合であつて、提供時間帯を通じて、看護

師、介護福祉士等又は第３条第５号アの看護職員との連携を確保

しているときは、サービス提供責任者（指定居宅サービス等の事

業の人員、設備及び運営に関する基準（平成１１年厚生省令第３

７号）第５条第２項のサービス提供責任者をいう。以下同じ。）

の業務に１年以上（特に業務に従事した経験が必要な者として厚

生労働大臣が定めるものにあつては、３年以上）従事した経験を

有する者をもつて充てることができる。  

２ オペレーターのうち１以上の者は、常勤の看護師、介護福祉士

等でなければならない。  

３ オペレーターは、専らその職務に従事する者でなければならな

い。ただし、利用者の処遇に支障がない場合は、指定定期巡回・

随時対応型訪問介護看護事業所の定期巡回サービス若しくは訪問

看護サービス、同一敷地内の指定訪問介護事業所、指定訪問看護

事業所若しくは指定夜間対応型訪問介護事業所の職務又は利用者

以外の者からの通報を受け付ける業務に従事することができる。  

４ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の同一敷地内に



次の各号に掲げるいずれかの施設等がある場合において、当該施

設等の入所者等の処遇に支障がない場合は、前項本文の規定にか

かわらず、当該施設等の職員をオペレーターとして充てることが

できる。  

（１） 指定短期入所生活介護事業所（指定居宅サービスに該当

する短期入所生活介護の事業を行う事業所をいう。）  

（２） 指定短期入所療養介護事業所（指定居宅サービスに該当

する短期入所療養介護の事業を行う事業所をいう。）  

（３） 指定特定施設（特定施設であつて、指定居宅サービスに

該当する特定施設入居者生活介護の事業が行われるものをい

う。）  

（４） 指定小規模多機能型居宅介護事業所  

（５） 指定認知症対応型共同生活介護事業所  

（６） 指定地域密着型特定施設  

（７） 指定地域密着型介護老人福祉施設  

（８） 指定看護小規模多機能型居宅介護事業所  

（９） 指定介護老人福祉施設  

（１０） 介護老人保健施設  

（１１） 介護医療院  

５ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の利用者に対す

る随時対応サービスの提供に支障がない場合は、第３項本文及び

次条第１項の規定にかかわらず、オペレーターは、随時訪問サー

ビスに従事することができる。  

（訪問介護員等及び看護師等の配置基準）  

第６条 随時訪問サービスを行う訪問介護員等は、専ら当該随時訪

問サービスの提供に当たる者でなければならない。ただし、利用

者の処遇に支障がない場合は、指定定期巡回・随時対応型訪問介

護看護事業所の定期巡回サービス又は同一敷地内にある指定訪問

介護事業所若しくは指定夜間対応型訪問介護事業所の職務に従事

することができる。  



２ 前条第５項の規定によりオペレーターが随時訪問サービスに従

事している場合において、指定定期巡回・随時対応型訪問介護看

護事業所の利用者に対する随時訪問サービスの提供に支障がない

ときは、第３条第４号の規定にかかわらず、随時訪問サービスを

行う訪問介護員等を置かないことができる。  

３ 看護職員のうち１以上の者は、常勤の保健師又は看護師でなけ

ればならない。  

４ 看護職員のうち１以上の者は、提供時間帯を通じて、指定定期

巡回・随時対応型訪問介護看護事業者との連絡体制が確保されな

ければならない。  

５ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、指定定期巡

回・随時対応型訪問介護看護事業所ごとに、指定定期巡回・随時

対応型訪問介護看護従業者であつて看護師、介護福祉士等である

もののうち１以上の者を、利用者に対する定期巡回・随時対応型

訪問介護看護計画の作成に従事させなければならない。  

６ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者が指定訪問看護

事業者の指定を併せて受け、かつ、指定定期巡回・随時対応型訪

問介護看護の事業と指定訪問看護の事業とが同一の事業所におい

て一体的に運営されている場合に、指定訪問看護事業所において

看護職員が常勤換算方法で２．５以上となる員数が置かれている

ときは、当該指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、

第３条第５号アに規定する基準を満たしているものとみなすこと

ができる。ただし、次の各号に掲げるときは、この限りでない。  

（１） 指定訪問看護事業者が指定複合型サービス事業者（指定

地域密着型サービスに該当する複合型サービスの事業を行う者

をいう。以下同じ。）の指定を併せて受け、かつ、指定訪問看

護の事業と指定看護小規模多機能型居宅介護の事業が同一の事

業所において一体的に運営されており、第７０条第３項に規定

する基準を満たす場合であつて、当該指定訪問看護事業者が指

定訪問看護の提供に当たる従業者の員数の必要数を配置してい



るものとみなされているとき。  

（２） 第７０条第１０項の規定により指定看護小規模多機能型

居宅介護事業者が同条第３項の規定の基準を満たしているもの

とみなされているとき。  

（電磁的方法による提供等）  

第７条 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、条例第

８条第２項の規定により同条第１項に規定する重要事項を提供し

ようとするときは、あらかじめ、利用申込者又はその家族に対し、

その用いる次の各号に掲げる電磁的方法の種類及び内容を示し、

文書又は電磁的方法による承諾を得なければならない。  

（１） 次項各号に規定する方法のうち指定定期巡回・随時対応

型訪問介護看護事業者が使用するもの  

（２） 次項第１号ア及びイ並びに第２号に規定するファイルへ

の記録の方式  

２ 条例第８条第２項の規則で定めるものは、次の各号に掲げるも

のとする。  

（１） 電子情報処理組織（指定定期巡回・随時対応型訪問介護

看護事業者の使用に係る電子計算機と、利用申込者又はその家

族の使用に係る電子計算機とを電気通信回線で接続したものを

いう。以下同じ。）を使用する方法のうちア又はイに掲げるも

の  

ア 電子情報処理組織を通じて送信し、受信者の使用に係る電

子計算機に備えられたファイルに記録する方法  

イ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者の使用に係

る電子計算機に備えられたファイルに記録された前項に規定

する重要事項を電気通信回線を通じて利用申込者又はその家

族の閲覧に供し、当該利用申込者又はその家族の使用に係る電

子計算機に備えられたファイルに当該重要事項を記録する方

法（電磁的方法による提供を受ける旨の承諾又は受けない旨の

申出をする場合にあつては、指定定期巡回・随時対応型訪問介



護看護事業者の使用に係る電子計算機に備えられたファイル

にその旨を記録する方法）  

（２） 磁気ディスク、シー・ディー・ロムその他これらに準ず

る方法により一定の事項を確実に記録しておくことができる物

をもつて調製するファイルに前項に規定する重要事項を記録し

たものを交付する方法  

３ 前項に掲げる方法は、利用申込者又はその家族が同項第１号ア

及びイ並びに第２号に規定するファイルへの記録を出力すること

により文書を作成することができるものでなければならない。  

（利用料等の受領）  

第８条 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、条例第

２０条第１項及び第２項の支払を受ける額のほか、利用者の選定

により通常の事業の実施地域以外の地域の居宅において指定定期

巡回・随時対応型訪問介護看護を行う場合は、それに要した交通

費の額の支払を利用者から受けることができる。  

２ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、前項の費用

の額に係るサービスの提供に当たつては、あらかじめ、利用者又

はその家族に対し、当該サービスの内容及び費用について説明を

行い、利用者の同意を得なければならない。  

（適用除外）  

第９条 連携型指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者が連

携型指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所ごとに置くべ

き定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者の職種及び員数につ

いては、第３条第５号並びに第６条第３項、第４項及び第６項の

規定は適用しない。  

第３章 夜間対応型訪問介護  

（従業者の員数）  

第１０条 指定夜間対応型訪問介護事業者は、指定夜間対応型訪問

介護事業所ごとに次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定め

る員数の従業者を置かなければならない。  



（１） 管理者 １  

（２） オペレーションセンター従業者 オペレーターとして１

以上及び利用者の面接その他の業務を行う者として１以上確保

されるために必要な数以上  

（３） 定期巡回サービスを行う訪問介護員等 交通事情、訪問

頻度等を勘案し、利用者に適切に定期巡回サービスを提供する

ために必要な数以上  

（４） 随時訪問サービスを行う訪問介護員等 指定夜間対応型

訪問介護を提供する時間帯を通じて随時訪問サービスの提供に

当たる訪問介護員等が１以上確保されるために必要な数以上  

（管理者の配置基準）  

第１１条 前条第１号に規定する管理者は、専らその職務に従事す

る常勤の者でなければならない。ただし、指定夜間対応型訪問介

護事業所の管理上支障がない場合は、当該指定夜間対応型訪問介

護事業所の他の職務に従事し、又は他の事業所、施設等（指定夜

間対応型訪問介護事業者が、指定定期巡回・随時対応型訪問介護

看護事業者の指定を併せて受け、かつ、当該他の事業所、施設等

と一体的に運営している場合に限る。）の職務に従事することが

できるものとし、日中のオペレーションセンターサービスを実施

する場合であつて、指定訪問介護事業者（指定居宅サービスに該

当する訪問介護の事業を行う者をいう。以下同じ。）の指定を併

せて受けて、一体的に運営するときは、指定訪問介護事業所の職

務に従事することができるものとする。  

（オペレーションセンター従業者の配置基準）  

第１２条 オペレーターは、看護師、介護福祉士その他厚生労働大

臣が定める者をもつて充てなければならない。ただし、利用者の

処遇に支障がない場合であつて、指定夜間対応型訪問介護を提供

する時間帯を通じて、これらの者との連携を確保しているときは、

１年以上（特に業務に従事した経験が必要な者として厚生労働大

臣が定めるものにあつては、３年以上）サービス提供責任者の業



務に従事した経験を有する者をもつて充てることができる。  

（準用）  

第１３条 第５条第３項から第５項まで並びに第６条第１項及び第

２項の規定は、指定夜間対応型訪問介護事業所について準用する。

この場合において、第５条第３項中「定期巡回サービス若しくは

訪問看護サービス」とあるのは「定期巡回サービス」と、「、指

定訪問看護事業所若しくは指定夜間対応型訪問介護事業所」とあ

るのは「若しくは指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所」

と、同条第５項中「随時対応サービス」とあるのは「オペレーシ

ョンセンターサービス」と、第６条第１項中「指定夜間対応型訪

問介護事業所」とあるのは「指定定期巡回・随時対応型訪問介護

看護事業所」と、同条第２項中「第３条第４号」とあるのは「第

１０条第４号」と読み替えるものとする。  

２ 第７条の規定は、指定夜間対応型訪問介護事業者について準用

する。この場合において、同条中「条例第８条第２項」とあるの

は「条例第５７条において準用する条例第８条第２項」と読み替

えるものとする。  

第３章の２ 地域密着型通所介護  

第１節 指定地域密着型通所介護  

（従業者の員数）  

第１３条の２ 指定地域密着型通所介護事業者は、指定地域密着型

通所介護事業所ごとに次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に

定める員数の従業者を置かなければならない。  

（１） 管理者 １  

（２） 生活相談員 指定地域密着型通所介護の提供日ごとに、

当該指定地域密着型通所介護を提供している時間帯に生活相談

員（専ら当該指定地域密着型通所介護の提供に当たる者に限

る。）が勤務している時間数の合計数を当該指定地域密着型通

所介護を提供している時間帯の時間数で除して得た数が１以上

確保されるために必要と認められる数  



（３） 看護師又は准看護師（以下この章において「看護職員」

という。） 指定地域密着型通所介護の単位ごとに、専ら当該

指定地域密着型通所介護の提供に当たる看護職員が１以上確保

されるために必要と認められる数  

（４） 介護職員 指定地域密着型通所介護の単位ごとに、当該

指定地域密着型通所介護を提供している時間帯に介護職員（専

ら当該指定地域密着型通所介護の提供に当たる者に限る。）が

勤務している時間数の合計数を当該指定地域密着型通所介護を

提供している時間数（次項において「提供単位時間数」という。）

で除して得た数が利用者（指定地域密着型通所介護事業者が法

第１１５条の４５第１項第１号ロに規定する第１号通所事業

（地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するための

関係法律の整備等に関する法律（平成２６年法律第８３号）附

則第１１条又は第１４条第２項の規定によりなおその効力を有

するものとされた同法第５条の規定による改正前の法第８条の

２第７項に規定する介護予防通所介護に相当するものとして本

市が定めるものに限る。）に係る法第１１５条の４５の５第１

項に規定する指定事業者の指定を併せて受け、かつ、指定地域

密着型通所介護の事業と当該第１号通所事業とが同一の事業所

において一体的に運営されている場合にあつては、当該事業所

における指定地域密着型通所介護又は当該第１号通所事業の利

用者。以下次条において同じ。）の数が１５人までの場合にあ

つては１以上、１５人を超える場合にあつては１５人を超える

部分の数を５で除して得た数に１を加えた数以上確保されるた

めに必要と認められる数  

（５） 機能訓練指導員 １以上  

（生活相談員、看護職員及び介護職員の配置基準）  

第１３条の３ 指定地域密着型通所介護事業所の利用定員が１０人

以下である場合にあつては、前条の規定にかかわらず、看護職員

及び同条第４号に規定する介護職員の員数を、指定地域密着型通



所介護の単位ごとに、当該指定地域密着型通所介護を提供してい

る時間帯に当該看護職員又は介護職員（いずれも専ら当該指定地

域密着型通所介護の提供に当たる者に限る。）が勤務している時

間数の合計数を提供単位時間数で除して得た数が１以上確保され

るために必要と認められる数とすることができる。  

２ 指定地域密着型通所介護事業者は、指定地域密着型通所介護の

単位ごとに、前条第４号に規定する介護職員（前項の適用を受け

る場合にあつては、同項の看護職員又は介護職員。次項及び第５

項において同じ。）を、常時１人以上当該指定地域密着型通所介

護に従事させなければならない。  

３ 前条及び第１項の規定にかかわらず、介護職員は、利用者の処

遇に支障がない場合は、他の指定地域密着型通所介護の単位の介

護職員として従事することができる。  

４ 前条第２号から第５号まで及び前３項に規定する指定地域密着

型通所介護の単位は、指定地域密着型通所介護であつてその提供

が同時に１又は複数の利用者に対して一体的に行われるものをい

う。  

５ 前条第２号に規定する生活相談員又は介護職員のうち１人以上

は、常勤でなければならない。  

（機能訓練指導員の配置基準）  

第１３条の４ 第１３条の２第５号に規定する機能訓練指導員は、

日常生活を営むのに必要な機能の減退を防止するための訓練を行

う能力を有する者とし、指定地域密着型通所介護事業所の他の職

務に従事することができる。  

（設備）  

第１３条の５ 指定地域密着型通所介護事業者は、指定地域密着型

通所介護事業所に次の各号に掲げる設備の区分に応じ、当該各号

に定める基準を満たす設備を設けなければならない。  

（１） 食堂及び機能訓練室 それぞれ必要な広さを有するもの

とし、その合計した面積は、３平方メートルに利用定員を乗じ



て得た面積以上とすること。ただし、食事の提供の際にはその

提供に支障がない広さを確保でき、かつ、機能訓練を行う際に

はその実施に支障がない広さを確保できる場合にあつては、同

一の場所とすることができる。  

（２） 相談室 遮蔽物の設置等により相談の内容が漏えいしな

いよう配慮されていること。  

（利用料等の受領）  

第１３条の６ 指定地域密着型通所介護事業者は、条例第５７条の

１９において準用する条例第２０条第１項及び第２項の支払を受

ける額のほか、次の各号に掲げる費用の額の支払を利用者から受

けることができる。  

（１） 利用者の選定により通常の事業の実施地域以外の地域に

居住する利用者に対して行う送迎に要する費用  

（２） 指定地域密着型通所介護に通常要する時間を超える指定

地域密着型通所介護であつて利用者の選定に係るものの提供に

伴い必要となる費用の範囲内において、通常の地域密着型通所

介護に係る地域密着型通所介護サービス費用基準額を超える費

用  

（３） 食事の提供に要する費用  

（４） おむつ代  

（５） 前各号に掲げるもののほか、指定地域密着型通所介護の

提供において提供される便宜のうち、日常生活においても通常

必要となるものに係る費用であつて、その利用者に負担させる

ことが適当と認められる費用  

２ 前項第３号に掲げる費用については、厚生労働大臣が定めると

ころによる。  

３ 指定地域密着型通所介護事業者は、第１項の費用の額に係るサ

ービスの提供に当たつては、あらかじめ、利用者又はその家族に

対し、当該サービスの内容及び費用について説明を行い、利用者

の同意を得なければならない。  



（従業者の員数等の基準の特例）  

第１３条の７ 指定地域密着型通所介護事業者が第１３条の２第４

号に規定する第１号通所事業に係る指定事業者の指定を併せて受

け、かつ、指定地域密着型通所介護の事業と当該第１号通所事業

とが同一の事業所において一体的に運営されている場合について

は、本市の定める当該第１号通所事業の人員に関する基準を満た

すことをもつて、同条第２号から第５号まで、第１３条の３及び

第１３条の４に規定する基準を満たしているものとみなすことが

できる。  

２ 指定地域密着型通所介護事業者が第１３条の２第４号に規定す

る第１号通所事業に係る指定事業者の指定を併せて受け、かつ、

指定地域密着型通所介護の事業と当該第１号通所事業とが同一の

事業所において一体的に運営されている場合については、本市の

定める当該第１号通所事業の設備に関する基準を満たすことをも

つて、条例第５７条の４第１項及び第２項並びに第１３条の５に

規定する基準を満たしているものとみなすことができる。  

（準用）  

第１３条の８ 第４条及び第７条の規定は、指定地域密着型通所介

護事業者について準用する。この場合において、第４条中「前条

第１号」とあるのは「第１３条の２第１号」と、第７条中「条例

第８条第２項」とあるのは「条例第５７条の１９において準用す

る条例第８条第２項」と読み替えるものとする。  

第２節 共生型地域密着型通所介護  

（準用）  

第１３条の８の２ 第４条、第７条、第１３条の２（第２号から第

５号までを除く。）及び第１３条の６の規定は、共生型地域密着

型通所介護事業者について準用する。この場合において、第４条

中「前条第１号」とあるのは「第１３条の８の２において準用す

る第１３条の２第１号」と、第７条中「条例第８条第２項」とあ

るのは「条例第５７条の１９の３において準用する条例第８条第



２項」と、第１３条の６第１項中「条例第５７条の１９」とある

のは「条例第５７条の１９の３」と読み替えるものとする。  

第３節 指定療養通所介護  

（従業者の員数）  

第１３条の９ 指定療養通所介護事業者は、指定療養通所介護事業

所ごとに次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める員数の

従業者を置かなければならない。  

（１） 管理者 １  

（２） 看護職員又は介護職員 利用者の数が１．５に対し、指

定療養通所介護を提供する時間帯を通じて専ら当該指定療養通

所介護の提供に当たる療養通所介護従業者が１以上確保される

ために必要と認められる数以上  

（管理者の配置基準）  

第１３条の１０ 前条第１号に規定する管理者は、専らその職務に

従事する常勤の者でなければならない。ただし、指定療養通所介

護事業所の管理上支障がない場合は、当該指定療養通所介護事業

所の他の職務に従事し、又は他の事業所、施設等の職務に従事す

ることができるものとする。  

２ 指定療養通所介護事業所の管理者は、看護師でなければならな

い。  

３ 指定療養通所介護事業所の管理者は、適切な指定療養通所介護

を行うために必要な知識及び技能を有する者でなければならない。 

（看護職員及び介護職員の配置基準）  

第１３条の１１ 看護職員又は介護職員のうち１人以上は、常勤の

看護師であつて専ら指定療養通所介護の職務に従事する者でなけ

ればならない。  

（設備）  

第１３条の１２ 指定療養通所介護事業者は、指定療養通所介護事

業所に指定療養通所介護を行うのにふさわしい専用の部屋（当該

部屋の面積が６．４平方メートルに利用定員を乗じて得た面積以



上であるものに限る。）を設けなければならない。  

（準用）  

第１３条の１３ 第１３条の６（第１項第２号を除く。）の規定は、

指定療養通所介護事業者について準用する。この場合において、

第１３条の６第１項中「条例第５７条の１９」とあるのは、「条

例第５７条の３６」と読み替えるものとする。  

第４章 認知症対応型通所介護  

（単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業所の従業者の員

数）  

第１４条 単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業者は、単

独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業所ごとに次の各号に

掲げる区分に応じ、当該各号に定める員数の従業者を置かなけれ

ばならない。  

（１） 管理者 １  

（２） 生活相談員 単独型・併設型指定認知症対応型通所介護

の提供日ごとに、当該単独型・併設型指定認知症対応型通所介

護を提供している時間帯に生活相談員（専ら当該単独型・併設

型指定認知症対応型通所介護の提供に当たる者に限る。）が勤

務している時間数の合計数を当該単独型・併設型指定認知症対

応型通所介護を提供している時間帯の時間数で除して得た数が

１以上確保されるために必要と認められる数  

（３） 看護師若しくは准看護師（以下この章において「看護職

員」という。）又は介護職員 単独型・併設型指定認知症対応

型通所介護の単位ごとに、専ら当該単独型・併設型指定認知症

対応型通所介護の提供に当たる看護職員又は介護職員が１以上

及び当該単独型・併設型指定認知症対応型通所介護を提供して

いる時間帯に看護職員又は介護職員（いずれも専ら当該単独

型・併設型指定認知症対応型通所介護の提供に当たる者に限

る。）が勤務している時間数の合計数を当該単独型・併設型指

定認知症対応型通所介護を提供している時間数で除して得た数



が１以上確保されるために必要と認められる数  

（４） 機能訓練指導員 １以上  

（単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業所の管理者の配

置基準）  

第１５条 前条第１号に規定する管理者（以下この条において「管

理者」という。）は、専らその職務に従事する常勤の者でなけれ

ばならない。ただし、単独型・併設型指定認知症対応型通所介護

事業所の管理上支障がない場合は、当該単独型・併設型指定認知

症対応型通所介護事業所の他の職務に従事し、又は他の事業所、

施設等の職務に従事することができる。  

２ 管理者は、適切な単独型・併設型指定認知症対応型通所介護を

提供するために必要な知識及び経験を有する者であつて、厚生労

働大臣が定める研修を修了しているものでなければならない。  

（単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業所の生活相談員

及び看護職員等の配置基準）  

第１６条 第１４条第３号に規定する看護職員又は介護職員は、単

独型・併設型指定認知症対応型通所介護の単位ごとに、常時１以

上当該単独型・併設型指定認知症対応型通所介護に従事しなけれ

ばならない。  

２ 第１４条第３号の規定にかかわらず、同号の看護職員又は介護

職員は、利用者の処遇に支障がない場合は、他の単独型・併設型

指定認知症対応型通所介護の単位の看護職員又は介護職員として

従事することができる。  

３ 第１４条第２号に規定する生活相談員、同条第３号に規定する

看護職員又は介護職員のうち１以上の者は、常勤でなければなら

ない。  

第１７条及び第１８条 削除  

（共用型指定認知症対応型通所介護事業所の従業者の員数）  

第１９条 共用型指定認知症対応型通所介護事業者は、共用型指定

認知症対応型通所介護事業所に次の各号に掲げる区分に応じ、当



該各号に定める員数の従業者を置かなければならない。  

（１） 管理者 １  

（２） 生活相談員 １以上  

（３） 看護職員又は介護職員 指定認知症対応型共同生活介護

事業所、指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業所、指定

地域密着型特定施設又は指定地域密着型介護老人福祉施設の利

用者、入居者又は入所者の数と共用型指定認知症対応型通所介

護の利用者（共用型指定認知症対応型通所介護事業者が共用型

指定介護予防認知症対応型通所介護事業者（宇治市指定地域密

着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基

準を定める条例（平成２５年宇治市条例第１６号。以下「地域

密着型介護予防サービス基準条例」という。）第８条第１項に

規定する共用型指定介護予防認知症対応型通所介護事業者をい

う。）の指定を併せて受け、かつ、共用型指定認知症対応型通

所介護の事業と共用型指定介護予防認知症対応型通所介護（地

域密着型介護予防サービス基準条例第８条第１項に規定する共

用型指定介護予防認知症対応型通所介護をいう。以下同じ。）

の事業とが同一の事業所において一体的に運営されている場合

にあつては、当該事業所における共用型指定認知症対応型通所

介護又は共用型指定介護予防認知症対応型通所介護の利用者）

の数を合計した数について、第３１条第１項第２号、第３９条

第３号、第５１条第１項第４号又は宇治市指定地域密着型介護

予防サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準を定め

る条例施行規則（平成２５年宇治市規則第１９号。以下「地域

密着型介護予防サービス基準条例施行規則」という。）第２１

条第１項第２号の規定を満たすために必要な数以上  

（４） 機能訓練指導員 １以上  

（共用型指定認知症対応型通所介護事業所の管理者の配置基準）  

第２０条 前条第１号に規定する管理者（以下この条において「管

理者」という。）は、専らその職務に従事する常勤の者でなけれ



ばならない。ただし、共用型指定認知症対応型通所介護事業所の

管理上支障がない場合は、当該共用型指定認知症対応型通所介護

事業所の他の職務に従事し、又は他の事業所、施設等の職務に従

事することができる。  

２ 前項ただし書の場合において、管理者は、当該共用型指定認知

症対応型通所介護事業所の他の職務に従事し、かつ、第５条第４

項第５号から第７号までに掲げる事業所若しくは施設又は指定介

護予防認知症対応型共同生活介護事業所の職務に従事することが

できる。  

３ 管理者は、適切な共用型指定認知症対応型通所介護を提供する

ために必要な知識及び経験を有する者であつて、厚生労働大臣が

定める研修を修了しているものでなければならない。  

（従業者の員数等の基準の特例）  

第２１条 単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業者が単独

型・併設型指定介護予防認知症対応型通所介護事業者の指定を併

せて受け、かつ、単独型・併設型指定認知症対応型通所介護の事

業と単独型・併設型指定介護予防認知症対応型通所介護の事業と

が同一の事業所において一体的に運営されている場合については、

地域密着型介護予防サービス基準条例施行規則第３条第２号から

第４号まで、第５条及び第６条に規定する人員に関する基準を満

たすことをもつて、第１４条第２号から第４号まで、第１６条及

び次条第２項において読み替えて準用する第１３条の４に規定す

る基準を満たしているものとみなすことができる。  

２ 単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業者が単独型・併

設型指定介護予防認知症対応型通所介護事業者の指定を併せて受

け、かつ、単独型・併設型指定認知症対応型通所介護の事業と単

独型・併設型指定介護予防認知症対応型通所介護の事業とが同一

の事業所において一体的に運営されている場合については、地域

密着型介護予防サービス基準条例施行規則第７条に規定する設備

に関する基準を満たすことをもつて、次条第２項において準用す



る第１３条の５に規定する基準を満たしているものとみなすこと

ができる。  

（準用）  

第２２条 第７条及び第１３条の６の規定は、指定認知症対応型通

所介護事業者について準用する。この場合において、第７条中「条

例第８条第２項」とあるのは「条例第７７条において準用する条

例第８条第２項」と、第１３条の６第１項中「条例第５７条の１

９」とあるのは「条例第７７条」と読み替えるものとする。  

２ 第１３条の４及び第１３条の５の規定は、単独型・併設型指定

認知症対応型通所介護事業者について準用する。この場合におい

て、第１３条の４中「第１３条の２第５号」とあるのは、「第１

４条第４号」と読み替えるものとする。  

３ 第１３条の４、第１６条第３項及び前条第１項の規定は、共用

型指定認知症対応型通所介護事業者について準用する。この場合

において、第１３条の４中「第１３条の２第５号」とあるのは「第

１９条第４号」と、第１６条第３項中「第１４条第２号」とある

のは「第１９条第２号」と、前条第１項中「地域密着型介護予防

サービス基準条例施行規則第３条第２号から第４号まで、第５条

及び第６条」とあるのは「地域密着型介護予防サービス基準条例

施行規則第８条第２号から第４号まで、第１２条において準用す

る第５条第３項及び第６条」と、「次条第２項」とあるのは「次

条第３項」と読み替えるものとする。  

第５章 小規模多機能型居宅介護  

（従業者の員数）  

第２３条 指定小規模多機能型居宅介護事業者は、指定小規模多機

能型居宅介護事業所ごとに次の各号に掲げる区分に応じ、当該各

号に定める員数の従業者を置かなければならない。  

（１） 管理者 １  

（２） 介護職員 夜間及び深夜の時間帯以外の時間帯に指定小

規模多機能型居宅介護の提供に当たる介護職員については、常



勤換算方法で、通いサービス（条例第７９条第１号に規定する

通いサービスをいう。）の提供に当たる者をその利用者（当該

指定小規模多機能型居宅介護事業者が指定介護予防小規模多機

能型居宅介護事業者の指定を併せて受け、かつ、指定小規模多

機能型居宅介護の事業と指定介護予防小規模多機能型居宅介護

の事業とが同一の事業所において一体的に運営されている場合

にあつては、当該事業所における指定小規模多機能型居宅介護

又は指定介護予防小規模多機能型居宅介護の利用者。以下この

章において同じ。）の数が３又はその端数を増すごとに１以上

及び訪問サービス（条例第７９条第２号に規定する訪問サービ

スをいう。以下この章において同じ。）の提供に当たる者を１

以上とし、夜間及び深夜の時間帯を通じて指定小規模多機能型

居宅介護の提供に当たる介護職員については、夜間及び深夜の

勤務（夜間及び深夜の時間帯に行われる勤務（宿直勤務を除く。）

をいう。以下同じ。）に当たる者を１以上及び宿直勤務に当た

る者を当該宿直勤務に必要な数以上  

（３） 介護支援専門員 １以上  

（管理者の配置基準）  

第２４条 前条第１号に規定する管理者（以下この条において「管

理者」という。）は、専らその職務に従事する常勤の者でなけれ

ばならない。ただし、指定小規模多機能型居宅介護事業所の管理

上支障がない場合は、当該指定小規模多機能型居宅介護事業所の

他の職務に従事し、又は他の事業所、施設等の職務に従事するこ

とができる。  

２ 前項本文及び第６９条第１項の規定にかかわらず、指定小規模

多機能型居宅介護事業所の管理上支障がない場合は、サテライト

型指定小規模多機能型居宅介護事業所の管理者は、本体事業所（条

例第７９条第２号に規定する本体事業所をいう。以下この章にお

いて同じ。）の管理者をもつて充てることができる。  

３ 前２項の管理者は、特別養護老人ホーム、老人デイサービスセ



ンター、介護老人保健施設、介護医療院、指定小規模多機能型居

宅介護事業所、指定認知症対応型共同生活介護事業所、指定複合

型サービス事業所等の従業者又は訪問介護員等（介護福祉士又は

法第８条第２項に規定する政令で定める者をいう。第３２条第３

項及び第６９条第３項において同じ。）として３年以上認知症で

ある者の介護に従事した経験を有する者であつて、厚生労働大臣

が定める研修を修了しているものでなければならない。  

（介護職員の配置基準）  

第２５条 第２３条第２号の利用者の数は、前年度の平均値とする。

ただし、新規に指定を受ける場合は、推定数による。  

２ 第２３条第２号に規定する介護職員（以下この条において「介

護職員」という。）のうち１以上の者は、常勤でなければならな

い。  

３ 介護職員のうち１以上の者は、看護師又は准看護師でなければ

ならない。  

４ 宿泊サービス（条例第７９条第３号に規定する宿泊サービスを

いう。以下この章において同じ。）の利用者がいない場合であつ

て、夜間及び深夜の時間帯を通じて利用者に対して訪問サービス

を提供するために必要な連絡体制を整備しているときは、第２３

条第２号の規定にかかわらず、夜間及び深夜の時間帯を通じて夜

間及び深夜の勤務並びに宿直勤務に当たる介護職員を置かないこ

とができる。  

５ 次の表の左欄に掲げる場合においては、第２３条第２号及び前

各項に定める人員に関する基準を満たす介護職員を置くほか、同

表の中欄に掲げる施設等の人員に関する基準を満たす従業者を置

いているときは、同表の右欄に掲げる者は、同表の中欄に掲げる

施設等の職務に従事することができる。  

指定小規模多機能型居

宅介護事業所に中欄に

掲げる施設等のいずれ

指定認知症対応型共同生活

介護事業所、指定地域密着

型特定施設、指定地域密着

介護職員  



かが併設されている場

合  

型介護老人福祉施設、指定

介護老人福祉施設、介護老

人保健施設又は介護医療院  

指定小規模多機能型居

宅介護事業所の同一敷

地内に中欄に掲げる施

設等のいずれかがある

場合  

前項中欄に掲げる施設等、

指定居宅サービスの事業を

行う事業所、指定定期巡

回・随時対応型訪問介護看

護事業所、指定地域密着型

通所介護事業所又は指定認

知症対応型通所介護事業所  

看護師又は准看

護師  

６ 第２３条第２号の規定にかかわらず、サテライト型指定小規模

多機能型居宅介護事業所に置くべき訪問サービスの提供に当たる

介護職員については、本体事業所の職員により当該サテライト型

指定小規模多機能型居宅介護事業所の登録者の処遇が適切に行わ

れると認められるときは、１人以上とすることができる。  

７ 第２３条第２号の規定にかかわらず、サテライト型指定小規模

多機能型居宅介護事業所については、夜間及び深夜の時間帯を通

じて本体事業所において宿直勤務を行う介護職員又は看護小規模

多機能型居宅介護従業者により当該サテライト型指定小規模多機

能型居宅介護事業所の登録者の処遇が適切に行われると認められ

るときは、夜間及び深夜の時間帯を通じて宿直勤務を行う介護職

員を置かないことができる。  

８ 第３項の規定にかかわらず、サテライト型指定小規模多機能型

居宅介護事業所については、本体事業所の看護師又は准看護師に

より登録者の処遇が適切に行われると認められるときは、看護師

又は准看護師を置かないことができる。  

（介護支援専門員の配置基準）  

第２６条 第２３条第３号に規定する介護支援専門員（以下この章

において「介護支援専門員」という。）は、登録者に係る指定居

宅サービス等の利用に係る計画及び小規模多機能型居宅介護計画



の作成に専ら従事しなければならない。ただし、利用者の処遇に

支障がない場合は、小規模多機能型居宅介護事業所の他の職務に

従事し、又は当該小規模多機能型居宅介護事業所に併設する次の

各号に掲げる施設等の職務に従事することができる。  

（１） 指定認知症対応型共同生活介護事業所  

（２） 指定地域密着型特定施設  

（３） 指定地域密着型介護老人福祉施設  

（４） 指定介護老人福祉施設  

（５） 介護老人保健施設  

（６） 介護医療院  

２ 介護支援専門員は、厚生労働大臣が定める研修を修了している

者でなければならない。  

（設備）  

第２７条 指定小規模多機能型居宅介護事業者は、指定小規模多機

能型居宅介護事業所に次の各号に掲げる設備の区分に応じ、当該

各号に定める基準を満たす設備を設けなければならない。  

（１） 居間及び食堂 機能を十分に発揮し得る適当な広さを有

すること。  

（２） 宿泊室 ア及びイ又はウに掲げる基準を満たすこと。  

ア １の宿泊室の定員は、１人とすること。ただし、利用者の

処遇上必要と認められる場合は、２人とすることができる。  

イ １の宿泊室の床面積は、７．４３平方メートル以上とする

こと。  

ウ ア及びイを満たす宿泊室（以下この号において「個室」と

いう。）以外の宿泊室を設ける場合は、個室以外の宿泊室の面

積を合計した面積は、おおむね７．４３平方メートルに宿泊サ

ービスの利用定員から個室の定員数を減じた数を乗じて得た

面積以上とするものとし、その構造は利用者のプライバシーが

確保されたものとすること。この場合において、プライバシー

が確保された居間については、個室以外の宿泊室の面積に含め



ることができる。  

（利用料等の受領）  

第２８条 指定小規模多機能型居宅介護事業者は、条例第１０５条

において準用する条例第２０条第１項及び第２項の支払を受ける

額のほか、次の各号に掲げる費用の額の支払を利用者から受ける

ことができる。  

（１） 利用者の選定により通常の事業の実施地域以外の地域に

居住する利用者に対して行う送迎に要する費用  

（２） 利用者の選択により通常の事業の実施地域以外の地域の

居宅において訪問サービスを提供する場合は、それに要した交

通費の額  

（３） 食事の提供に要する費用  

（４） 宿泊に要する費用  

（５） おむつ代  

（６） 前各号に掲げるもののほか、指定小規模多機能型居宅介

護の提供において提供される便宜のうち、日常生活においても

通常必要となるものに係る費用であつて、その利用者に負担さ

せることが適当と認められる費用  

２ 前項第３号及び第４号に掲げる費用については、厚生労働大臣

が定めるところによる。  

３ 指定小規模多機能型居宅介護事業者は、第１項の費用の額に係

るサービスの提供に当たつては、あらかじめ、利用者又はその家

族に対し、当該サービスの内容及び費用について説明を行い、利

用者の同意を得なければならない。  

（居住機能を担う併設施設等への入所等）  

第２８条の２ 条例第１０３条の規則で定める施設等は、第２５条

第５項に掲げる施設等その他の施設とする。  

（従業者の員数等の基準の特例）  

第２９条 指定小規模多機能型居宅介護事業者が指定介護予防小規

模多機能型居宅介護事業者の指定を併せて受け、かつ、指定小規



模多機能型居宅介護の事業と指定介護予防小規模多機能型居宅介

護の事業とが同一の事業所において一体的に運営されている場合

については、地域密着型介護予防サービス基準条例施行規則第１

３条第２号及び第３号、第１５条並びに第１６条に規定する人員

に関する基準を満たすことをもつて、第２３条第２号及び第３号、

第２５条並びに第２６条に規定する基準を満たしているものとみ

なすことができる。  

２ 指定小規模多機能型居宅介護事業者が指定介護予防小規模多機

能型居宅介護事業者の指定を併せて受け、かつ、指定小規模多機

能型居宅介護の事業と指定介護予防小規模多機能型居宅介護の事

業とが同一の事業所において一体的に運営されている場合につい

ては、地域密着型介護予防サービス基準条例施行規則第１７条に

規定する設備に関する基準を満たすことをもつて、第２７条に規

定する基準を満たしているものとみなすことができる。  

（準用）  

第３０条 第７条の規定は、指定小規模多機能型居宅介護事業者に

ついて準用する。この場合において、同条中「条例第８条第２項」

とあるのは「条例第１０５条において準用する条例第８条第２項」

と読み替えるものとする。  

第６章 認知症対応型共同生活介護  

（従業者の員数）  

第３１条 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、指定認知症対

応型共同生活介護事業所ごとに次の各号に掲げる区分に応じ、当

該各号に定める員数の従業者を置かなければならない。  

（１） 管理者 指定認知症対応型共同生活介護事業所を構成す

る共同生活住居ごとに１  

（２） 介護職員 指定認知症対応型共同生活介護事業所を構成

する共同生活住居ごとに、夜間及び深夜の時間帯以外の時間帯

に指定認知症対応型共同生活介護の提供に当たる介護職員を、

常勤換算方法で、当該共同生活住居の利用者（指定認知症対応



型共同生活介護事業者が指定介護予防認知症対応型共同生活介

護事業者の指定を併せて受け、かつ、指定認知症対応型共同生

活介護の事業と指定介護予防認知症対応型共同生活介護の事業

とが同一の事業所において一体的に運営されている場合にあつ

ては、当該事業所における指定認知症対応型共同生活介護又は

指定介護予防認知症対応型共同生活介護の利用者をいう。以下

この章において同じ。）の数が３又はその端数を増すごとに１

以上とするほか、夜間及び深夜の時間帯を通じて１以上の介護

職員に夜間及び深夜の勤務を行わせるために必要な数以上  

（３） 計画作成担当者 １以上  

２ 前項第２号の規定にかかわらず、指定認知症対応型共同生活介

護事業所の有する共同生活住居の数が３である場合において、当

該共同生活住居がすべて同一の階において隣接し、介護職員が円

滑な利用者の状況の把握及び速やかな対応を行うことが可能な構

造である場合であつて、指定認知症対応型共同生活介護事業者に

よる安全対策が講じられ、利用者の安全性が確保されていると認

められるときは、夜間及び深夜の時間帯に指定認知症対応型共同

生活介護事業所ごとに置くべき介護職員の員数は、夜間及び深夜

の時間帯を通じて２以上の介護職員に夜間及び深夜の勤務を行わ

せるために必要な数以上とすることができる。  

（管理者の配置基準）  

第３２条 前条第１項第１号に規定する管理者（以下この条におい

て「管理者」という。）は、専らその職務に従事する常勤の者で

なければならない。ただし、共同生活住居の管理上支障がない場

合は、当該共同生活住居の他の職務に従事し、又は他の事業所、

施設等の職務に従事することができる。  

２ 前項本文の規定にかかわらず、共同生活住居の管理上支障がな

い場合は、サテライト型指定認知症対応型共同生活介護事業所に

おける共同生活住居の管理者は、本体事業所における共同生活住

居の管理者をもつて充てることができる。  



３ 管理者は、適切な指定認知症対応型共同生活介護を提供するた

めに必要な知識及び経験を有し、特別養護老人ホーム、老人デイ

サービスセンター、介護老人保健施設、介護医療院、指定認知症

対応型共同生活介護事業所等の従業者又は訪問介護員等として、

３年以上認知症である者の介護に従事した経験を有する者であつ

て、厚生労働大臣が定める研修を修了している者でなければなら

ない。  

（介護職員の配置基準）  

第３３条 第３１条第１項第２号の利用者の数は、前年度の平均値

とする。ただし、新規に指定を受ける場合は、推定数による。  

２ 第３１条第１項第２号に規定する介護職員（以下この条におい

て「介護職員」という。）のうち１以上の者は、常勤でなければ

ならない。  

３ 指定認知症対応型共同生活介護事業所に、指定小規模多機能型

居宅介護事業所又は指定看護小規模多機能型居宅介護事業所が併

設されている場合において、第３１条第１項第２号及び前２項に

定める員数を満たす介護職員を置くほか、第２３条第２号及び第

２５条に規定する指定小規模多機能型居宅介護事業所の人員に関

する基準を満たす介護職員を置いているとき、又は第６８条第２

号及び第７０条に規定する指定看護小規模多機能型居宅介護事業

所の人員に関する基準を満たす看護職員若しくは介護職員を置い

ているときは、当該介護職員は、当該指定小規模多機能型居宅介

護事業所又は当該指定看護小規模多機能型居宅介護事業所の職務

に従事することができる。  

（計画作成担当者の配置基準）  

第３４条 第３１条第１項第３号に規定する計画作成担当者（以下

この条において「計画作成担当者」という。）は、保健医療サー

ビス又は福祉サービスの利用に係る計画の作成に関し知識及び経

験を有する者であつて認知症対応型共同生活介護計画の作成を担

当させるのに適当と認められ、専らその職務に従事するものでな



ければならない。ただし、利用者の処遇に支障がない場合は、指

定認知症対応型共同生活介護事業所の他の職務に従事することが

できる。  

２ 計画作成担当者は、厚生労働大臣が定める研修を修了している

者でなければならない。  

３ 計画作成担当者のうち１以上の者は、介護支援専門員をもつて

充てなければならない。ただし、併設する指定小規模多機能型居

宅介護事業所又は指定看護小規模多機能型居宅介護事業所の介護

支援専門員との連携を図ることにより指定認知症対応型共同生活

介護事業所の効果的な運営を期待することができる場合であつて、

利用者の処遇に支障がないときは、これを置かないことができる。 

４ 前項の介護支援専門員は、介護支援専門員でない他の計画作成

担当者の業務を監督するものとする。  

５ 第３項本文の規定にかかわらず、サテライト型指定認知症対応

型共同生活介護事業所については、介護支援専門員である計画作

成担当者に代えて、第２項に規定する者を置くことができる。  

６ 介護支援専門員でない計画作成担当者は、特別養護老人ホーム

の生活相談員や介護老人保健施設の支援相談員その他の認知症で

ある者の介護サービスに係る計画の作成に関し実務経験を有する

と認められる者をもつて充てることができる。  

（設備）  

第３５条 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、指定認知症対

応型共同生活介護事業所の共同生活住居ごとに次の各号に掲げる

基準を満たす居室を設けなければならない。  

（１） １の居室の定員は、１人とすること。ただし、利用者の

処遇上必要と認められる場合は、２人とすることができる。  

（２） １の居室の床面積は、７．４３平方メートル以上とする

こと。  

２ 指定認知症対応型共同生活介護事業者が指定認知症対応型共同

生活介護事業所の共同生活住居ごとに設ける居間及び食堂は、同



一の場所とすることができる。  

（利用料等の受領）  

第３６条 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、条例第１２５

条において準用する条例第２０条第１項及び第２項の支払を受け

る額のほか、次の各号に掲げる費用の額の支払を利用者から受け

ることができる。  

（１） 食材料費  

（２） 理美容代  

（３） おむつ代  

（４） 前３号に掲げるもののほか、指定認知症対応型共同生活

介護において提供される便宜のうち、日常生活においても通常

必要となるものに係る費用であつて、その利用者に負担させる

ことが適当と認められるもの  

２ 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、前項の費用の額に係

るサービスの提供に当たつては、あらかじめ、利用者又はその家

族に対し、当該サービスの内容及び費用について説明を行い、利

用者の同意を得なければならない。  

（従業者の員数等の基準の特例）  

第３７条 指定認知症対応型共同生活介護事業者が指定介護予防認

知症対応型共同生活介護事業者の指定を併せて受け、かつ、指定

認知症対応型共同生活介護の事業と指定介護予防認知症対応型共

同生活介護の事業とが同一の事業所において一体的に運営されて

いる場合については、地域密着型介護予防サービス基準条例施行

規則第２１条第１項第２号及び第３号、第２３条並びに第２４条

に規定する人員に関する基準を満たすことをもつて、第３１条第

１項第２号及び第３号、第３３条並びに第３４条に規定する基準

を満たしているものとみなすことができる。  

２ 指定認知症対応型共同生活介護事業者が指定介護予防認知症対

応型共同生活介護事業者の指定を併せて受け、かつ、指定認知症

対応型共同生活介護の事業と指定介護予防認知症対応型共同生活



介護の事業とが同一の事業所において一体的に運営されている場

合については、地域密着型介護予防サービス基準条例施行規則第

２５条に規定する設備に関する基準を満たすことをもつて、第３

５条に規定する基準を満たしているものとみなすことができる。  

（準用）  

第３８条 第７条の規定は、指定認知症対応型共同生活介護事業者

について準用する。この場合において、同条中「条例第８条第２

項」とあるのは「条例第１２５条において準用する条例第８条第

２項」と読み替えるものとする。  

第７章 地域密着型特定施設入居者生活介護  

（従業者の員数）  

第３９条 指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、指定

地域密着型特定施設ごとに次の各号に掲げる区分に応じ、当該各

号に定める員数の従業者を置かなければならない。  

（１） 管理者 １  

（２） 生活相談員 １以上  

（３） 看護師若しくは准看護師（以下この章において「看護職

員」という。）又は介護職員 次に掲げる基準を満たすこと。  

ア 看護職員及び介護職員の合計数は、常勤換算方法で、利用

者の数が３又はその端数を増すごとに１以上とすること。  

イ 看護職員の数は、常勤換算方法で、１以上とすること。  

ウ 常に１以上の指定地域密着型特定施設入居者生活介護の提

供に当たる介護職員が確保されること。  

（４） 機能訓練指導員 １以上  

（５） 計画作成担当者 １以上  

２ 次の各号に掲げる要件のいずれにも適合する場合における前項

第３号アの適用については、当該規定中「１」とあるのは、「０．

９」とする。  

（１） 条例第１４５条において準用する条例第１０３条の２に

規定する委員会において、利用者の安全並びに介護サービスの



質の確保及び職員の負担軽減を図るための取組に関する次に掲

げる事項について必要な検討を行い、及び当該事項の実施を定

期的に確認していること。  

ア 利用者の安全及びケアの質の確保  

イ 地域密着型特定施設従業者の負担軽減及び勤務状況への配

慮  

ウ 緊急時の体制整備  

エ 業務の効率化、介護サービスの質の向上等に資する機器（次

号において「介護機器」という。）の定期的な点検  

オ 地域密着型特定施設従業者に対する研修  

（２） 介護機器を複数種類活用していること。  

（３） 利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の

負担軽減を図るため、地域密着型特定施設従業者間の適切な役

割分担を行つていること。  

（４） 利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の

負担軽減を図る取組による介護サービスの質の確保及び職員の

負担軽減が行われていると認められること。  

（管理者の配置基準）  

第４０条 前条第１号に規定する管理者（以下この条において「管

理者」という。）は、専らその職務に従事する常勤の者でなけれ

ばならない。ただし、指定地域密着型特定施設の管理上支障がな

い場合は、当該指定地域密着型特定施設の他の職務に従事し、又

は他の事業所、施設等、本体施設（当該地域密着型特定施設を設

置しようとする者により設置される当該地域密着型特定施設以外

の介護老人保健施設、介護医療院又は病院若しくは診療所であつ

て、別の場所で運営される地域密着型特定施設に対する支援機能

を有するものをいう。以下この章において同じ。）の職務（本体

施設が病院又は診療所の場合は、管理者としての職務を除く。）

若しくは併設する指定小規模多機能型居宅介護事業所又は指定看

護小規模多機能型居宅介護事業所の職務に従事することができる。 



（生活相談員の配置基準）  

第４１条 第３９条第２号に規定する生活相談員（以下この章にお

いて「生活相談員」という。）のうち１以上の者は、常勤でなけ

ればならない。  

２ 生活相談員は、職務の遂行に支障がない場合は、指定地域密着

型特定施設の同一敷地内にある他の事業所、施設等の職務に従事

することができる。  

（看護職員及び介護職員の配置基準）  

第４２条 第３９条第３号の利用者の数は、前年度の平均値とする。

ただし、新規に指定を受ける場合は、推定数による。  

２ 看護職員及び介護職員は、主として指定地域密着型特定施設入

居者生活介護の提供に当たるものとし、看護職員及び介護職員の

うちそれぞれ１以上の者は、常勤でなければならない。ただし、

サテライト型特定施設（本体施設との密接な連携を確保しつつ、

本体施設とは別の場所で運営される指定地域密着型特定施設をい

う。以下この章において同じ。）にあつては、常勤換算方法で１

以上とする。  

３ 看護職員及び介護職員は、職務の遂行に支障がない場合は、指

定地域密着型特定施設の同一敷地内にある他の事業所、施設等の

職務に従事することができる。  

（機能訓練指導員の配置基準）  

第４３条 第３９条第４号に規定する機能訓練指導員（以下この章

において「機能訓練指導員」という。）は、日常生活を営むのに

必要な機能の減退を防止するための訓練を行う能力を有する者と

し、地域密着型特定施設における他の職務に従事することができ

る。  

２ 機能訓練指導員は、職務の遂行に支障がない場合は、指定地域

密着型特定施設の同一敷地内にある他の事業所、施設等の職務に

従事することができる。  

（計画作成担当者の配置基準）  



第４４条 第３９条第５号に規定する計画作成担当者（以下この章

において「計画作成担当者」という。）は、専らその職務に従事

する介護支援専門員であつて、地域密着型特定施設サービス計画

の作成を担当させるのに適当と認められるものとする。ただし、

利用者の処遇に支障がない場合は、地域密着型特定施設における

他の職務に従事することができる。  

２ 計画作成担当者は、職務の遂行に支障がない場合は、指定地域

密着型特定施設の同一敷地内にある他の事業所、施設等の職務に

従事することができる。  

３ 指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、併設される

指定小規模多機能型居宅介護事業所又は指定看護小規模多機能型

居宅介護事業所の介護支援専門員により指定地域密着型特定施設

の利用者の処遇が適切に行われると認められるときは、計画作成

担当者を置かないことができる。  

（適用除外）  

第４５条 第３９条第２号、第４号及び第５号並びに前条第１項の

規定にかかわらず、サテライト型特定施設の生活相談員、機能訓

練指導員又は計画作成担当者については、次の各号に掲げる本体

施設の区分に応じ、当該各号に定める職員により当該サテライト

型特定施設の入居者の処遇が適切に行われると認められるときは、

これを置かないことができる。  

（１） 介護老人保健施設 支援相談員、理学療法士、作業療法

士若しくは言語聴覚士又は介護支援専門員  

（２） 介護医療院 介護支援専門員  

（従業者の従事する職務の特例）  

第４６条 指定地域密着型特定施設に指定小規模多機能型居宅介護

事業所又は指定看護小規模多機能型居宅介護事業所が併設されて

いる場合においては、当該指定地域密着型特定施設の員数を満た

す従業者を置くほか、第２３条第２号及び第３号、第２５条、第

２６条並びに第２９条第１項に規定する指定小規模多機能型居宅



介護事業者の人員に関する基準を満たす小規模多機能型居宅介護

従業者を置いているとき、又は第６８条第２号及び第３号、第７

０条並びに第７１条に規定する指定看護小規模多機能型居宅介護

事業所の人員に関する基準を満たす看護小規模多機能型居宅介護

従業者を置いているときは、当該指定地域密着型特定施設の従業

者は、当該指定小規模多機能型居宅介護事業所又は指定看護小規

模多機能型居宅介護事業所の職務に従事することができる。  

（設備及び構造）  

第４７条 指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、指定

地域密着型特定施設に次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に

定める基準を満たす設備を設けなければならない。  

（１） 介護居室 次に掲げる基準を満たすこと。  

ア １の居室の定員は、１人とすること。ただし、利用者の処

遇上必要と認められる場合は、２人とすることができる。  

イ プライバシーの保護に配慮し、介護を行える適当な広さで

あること。  

ウ 地階に設けないこと。  

エ １以上の出入口は、避難上有効な空き地、廊下又は広間に

直接面して設けること。  

（２） 一時介護室 介護を行うために適当な広さを有すること。 

（３） 浴室 身体の不自由な者が入浴するのに適したものとす

ること。  

（４） 便所 居室のある階ごとに設置し、非常用設備を備えて

いること。  

（５） 食堂 機能を十分に発揮し得る適当な広さを有すること。 

（６） 機能訓練室 機能を十分に発揮し得る適当な広さを有す

ること。  

第４８条 指定地域密着型特定施設の建物（利用者の日常生活のた

めに使用しない附属の建物を除く。）は、耐火建築物（建築基準

法（昭和２５年法律第２０１号）第２条第９号の２に規定する耐



火建築物をいう。次項において同じ。）又は準耐火建築物（同条

第９号の３に規定する準耐火建築物をいう。次項において同じ。）

でなければならない。  

２ 前項の規定にかかわらず、市長が、火災予防、消火活動等に関

し専門的知識を有する者の意見を聴いて、次の各号のいずれかの

要件を満たす木造かつ平屋建ての指定地域密着型特定施設の建物

であつて、火災に係る利用者の安全性が確保されていると認めた

ときは、耐火建築物又は準耐火建築物であることを要しない。  

（１） スプリンクラー設備の設置、天井等の内装材等への難燃

性の材料の使用、調理室等火災が発生するおそれがある箇所に

おける防火区画の設置等により、初期消火及び延焼の抑制に配

慮した構造であること。  

（２） 非常警報設備の設置等による火災の早期発見及び通報の

体制が整備されており、円滑な消火活動が可能なものであるこ

と。  

（３） 避難口の増設、搬送を容易に行うために十分な幅員を有

する避難路の確保等により、円滑な避難が可能な構造であり、

かつ、避難訓練を頻繁に実施すること、配置人員を増員するこ

と等により、火災の際の円滑な避難が可能なものであること。  

３ 前２項に定めるもののほか、指定地域密着型特定施設の構造設

備の基準については、建築基準法及び消防法（昭和２３年法律第

１８６号）の定めるところによる。  

（利用料等の受領）  

第４９条 指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、条例

第１４５条において準用する条例第２０条第１項及び第２項の支

払を受ける額のほか、次の各号に掲げる費用の額の支払を利用者

から受けることができる。  

（１） 利用者の選定により提供される介護その他の日常生活上

の便宜に要する費用  

（２） おむつ代  



（３） 前２号に掲げるもののほか、指定地域密着型特定施設入

居者生活介護において提供される便宜のうち、日常生活におい

ても通常必要となるものに係る費用であつて、その利用者に負

担させることが適当と認められるもの  

２ 指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、前項の費用

の額に係るサービスの提供に当たつては、あらかじめ、利用者又

はその家族に対し、当該サービスの内容及び費用について説明を

行い、利用者の同意を得なければならない。  

（準用）  

第５０条 第７条の規定は、指定地域密着型特定施設入居者生活介

護事業者について準用する。この場合において、同条中「条例第

８条第２項」とあるのは「条例第１４５条において準用する条例

第８条第２項」と読み替えるものとする。  

第８章 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護  

第１節 指定地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護  

（従業者の員数）  

第５１条 指定地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護事業者

は、指定地域密着型介護老人福祉施設に次の各号に掲げる区分に

応じ、当該各号に定める員数の従業者を置かなければならない。  

（１） 管理者 １  

（２） 医師 入所者に対し健康管理及び療養上の指導を行うた

めに必要な数  

（３） 生活相談員 １以上  

（４） 介護職員又は看護師若しくは准看護師（以下この章にお

いて「看護職員」という。） 次に掲げる基準を満たすこと。  

ア 介護職員及び看護職員の総数は、常勤換算方法で、入所者

の数が３又はその端数を増すごとに１以上とすること。  

イ 看護職員の数は、１以上とすること。  

（５） 栄養士又は管理栄養士 １以上  

（６） 機能訓練指導員 １以上  



（７） 介護支援専門員 １以上  

２ 前項第２号の医師及び同項第７号の介護支援専門員の員数は、

サテライト型居住施設の本体施設である指定地域密着型介護老人

福祉施設（サテライト型居住施設である指定地域密着型介護老人

福祉施設を除く。以下この項及び第５９条第６号において同じ。）

であつて、当該サテライト型居住施設に医師又は介護支援専門員

を置かない場合にあつては、指定地域密着型介護老人福祉施設の

入所者の数及び当該サテライト型居住施設の入所者の数の合計数

を基礎として算出しなければならない。この場合にあつて、介護

支援専門員の員数は、前項第７号の規定にかかわらず、１以上（入

所者の数が１００又はその端数を増すごとに１を標準とする。）

とする。  

（管理者の配置基準）  

第５２条 前条第１項第１号に規定する管理者（以下この条におい

て「管理者」という。）は、専らその職務に従事する常勤の者で

なければならない。ただし、指定地域密着型介護老人福祉施設の

管理上支障がない場合は、当該指定地域密着型介護老人福祉施設

の他の職務に従事し、又は他の事業所、施設等若しくは本体施設

（当該地域密着型介護老人福祉施設を設置しようとする者により

設置される当該地域密着型介護老人福祉施設以外の指定介護老人

福祉施設、介護老人保健施設又は病院若しくは診療所であつて、

別の場所で運営される地域密着型介護老人福祉施設に対する支援

機能を有するものをいう。以下この章において同じ。）の職務（本

体施設が病院又は診療所の場合は、管理者としての職務を除く。）

に従事することができる。  

（生活相談員の配置基準）  

第５３条 第５１条第１項第３号に定める生活相談員は、常勤の者

でなければならない。ただし、サテライト型居住施設にあつては、

常勤換算方法で１以上とする。  

（介護職員及び看護職員の配置基準）  



第５４条 第５１条第１項第４号の入所者の数は、前年度の平均値

とする。ただし、新規に指定を受ける場合は、推定数による。  

２ 第５１条第１項第４号に規定する介護職員のうち１以上の者は、

常勤でなければならない。  

３ 看護職員のうち１以上の者は、常勤でなければならない。ただ

し、サテライト型居住施設にあつては、常勤換算方法で１以上と

する。  

（機能訓練指導員の配置基準）  

第５５条 第５１条第１項第６号に規定する機能訓練指導員（以下

この条において「機能訓練指導員」という。）は、日常生活を営

むのに必要な機能を改善し、又はその減退を防止するための訓練

を行う能力を有すると認められる者でなければならない。  

２ 機能訓練指導員は、指定地域密着型介護老人福祉施設の他の職

務に従事することができる。  

（介護支援専門員の配置基準）  

第５６条 第５１条第１項第７号に規定する介護支援専門員は、専

らその職務に従事する常勤の者でなければならない。ただし、入

所者の処遇に支障がない場合は、当該指定地域密着型介護老人福

祉施設の他の職務に従事することができる。  

（適用除外）  

第５７条 指定地域密着型介護老人福祉施設に併設型指定認知症対

応型通所介護の事業を行う事業所又は地域密着型介護予防サービ

ス基準条例第５条第１項に規定する併設型指定介護予防認知症対

応型通所介護の事業を行う事業所が併設される場合においては、

当該併設される事業所の生活相談員、栄養士又は機能訓練指導員

については、当該指定地域密着型介護老人福祉施設の生活相談員、

栄養士若しくは管理栄養士又は機能訓練指導員により当該事業所

の利用者の処遇が適切に行われると認められるときは、これを置

かないことができる。  

（従業者及び従業者の従事する職務）  



第５８条 指定地域密着型介護老人福祉施設の従業者は、専ら当該

指定地域密着型介護老人福祉施設の職務に従事する者でなければ

ならない。ただし、入所者の処遇に支障がない場合は、この限り

でない。  

２ 指定地域密着型介護老人福祉施設に指定小規模多機能型居宅介

護事業所、指定看護小規模多機能型居宅介護事業所又は地域密着

型介護予防サービス基準条例第４５条第１号に規定する指定介護

予防小規模多機能型居宅介護事業所（以下「指定小規模多機能型

居宅介護事業所等」という。）が併設される場合においては、当

該指定地域密着型介護老人福祉施設が第５１条第１項第２号から

第７号まで、第５３条から前条まで及び前項に定める人員に関す

る基準を満たす従業者を置くほか、当該指定小規模多機能型居宅

介護事業所等に第２３条第２号及び第３号、第２５条、第２６条

並びに第２９条第１項若しくは第６８条第２号及び第３号、第７

０条並びに第７１条又は地域密着型介護予防サービス基準条例施

行規則第１３条第２号及び第３号、第１５条、第１６条並びに第

１９条第１項に定める人員に関する基準を満たす従業者が置かれ

ているときは、当該指定地域密着型介護老人福祉施設の従業者は、

当該指定小規模多機能型居宅介護事業所等の職務に従事すること

ができる。  

（設備）  

第５９条 指定地域密着型介護老人福祉施設には、次の各号に掲げ

る設備の区分に応じ、当該各号に定める基準を満たす設備を設け

なければならない。  

（１） 居室 次に掲げる基準を満たすこと。  

ア １の居室の定員は、１人とすること。ただし、入所者への

指定地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護の提供上必

要と認められる場合は、２人とすることができる。  

イ 入所者１人当たりの床面積は、１０．６５平方メートル以

上とすること。  



ウ ブザー又はこれに代わる設備を設けること。  

（２） 静養室 介護職員室又は看護職員室に近接して設けるこ

と。  

（３） 浴室 要介護者が入浴するのに適したものとすること。  

（４） 洗面設備 居室のある階ごとに設け、要介護者が使用す

るのに適したものとすること。  

（５） 便所 次に掲げる基準を満たすこと。  

ア 居室のある階ごとに居室に近接して設けること。  

イ ブザー又はこれに代わる設備を設けるとともに、要介護者

が使用するのに適したものとすること。  

（６） 医務室 医療法（昭和２３年法律第２０５号）第１条の

５第２項に規定する診療所とすることとし、入所者を診療する

ために必要な医薬品及び医療機器を備えるほか、必要に応じて

臨床検査設備を設けること。ただし、本体施設が指定介護老人

福祉施設又は指定地域密着型介護老人福祉施設であるサテライ

ト型居住施設については医務室を必要とせず、入所者を診療す

るために必要な医薬品及び医療機器を備えるほか、必要に応じ

て臨床検査設備を設けることで足りるものとする。  

（７） 食堂及び機能訓練室 次に掲げる基準を満たすこと。  

ア それぞれ必要な広さを有するものとし、その合計した面積

は、３平方メートルに入所定員を乗じて得た面積以上とするこ

と。ただし、食事の提供又は機能訓練を行う場合において、当

該食事の提供又は機能訓練に支障がない広さを確保すること

ができるときは、同一の場所とすることができる。  

イ 必要な備品を備えること。  

（８） 廊下幅 １．５メートル以上とすること。ただし、中廊

下の幅は、１．８メートル以上とすること。なお、廊下の一部

の幅を拡張すること等により、入所者、従業者等の円滑な往来

に支障が生じないと認められるときは、これによらないことが

できる。  



（利用料等の受領）  

第６０条 指定地域密着型介護老人福祉施設は、条例第１５２条第

１項及び第２項又は第１７８条第１項及び第２項の支払を受ける

額のほか、次の各号に掲げる費用の額の支払を利用者から受ける

ことができる。  

（１） 食事の提供に要する費用（法第５１条の３第１項の規定

により特定入所者介護サービス費が入所者に支給された場合は、

同条第２項第１号に規定する食費の基準費用額（特定要介護旧

措置入所者（介護保険法施行法（平成９年法律第１２４号。以

下「施行法」という。）第１３条第５項に規定する特定要介護

旧措置入所者をいう。以下同じ。）にあつては、同項第１号に

規定する食費の特定基準費用額）（法第５１条の３第４項の規

定により当該特定入所者介護サービス費が入所者に代わり指定

地域密着型介護老人福祉施設に支払われた場合は、同条第２項

第１号に規定する食費の負担限度額（特定要介護旧措置入所者

にあつては、施行法第１３条第５項第１号に規定する食費の特

定負担限度額））を限度とする。）  

（２） 居住に要する費用（法第５１条の３第１項の規定により

特定入所者介護サービス費が入所者に支給された場合は、同条

第２項第２号に規定する居住費の基準費用額（特定要介護旧措

置入所者にあつては、施行法第１３条第５項第２号に規定する

居住費の特定基準費用額）（法第５１条の３第４項の規定によ

り当該特定入所者介護サービス費が入所者に代わり指定地域密

着型介護老人福祉施設に支払われた場合は、同条第２項第２号

に規定する居住費の負担限度額（特定要介護旧措置入所者にあ

つては、施行法第１３条第５項第２号に規定する居住費の特定

負担限度額））を限度とする。）  

（３） 厚生労働大臣の定める基準に基づき入所者が選定する特

別な居室の提供を行つたことに伴い必要となる費用  

（４） 厚生労働大臣の定める基準に基づき入所者が選定する特



別な食事の提供を行つたことに伴い必要となる費用  

（５） 理美容代  

（６） 前各号に掲げるもののほか、指定地域密着型介護老人福

祉施設入所者生活介護において提供される便宜のうち、日常生

活においても通常必要となるものに係る費用であつて、その入

所者に負担させることが適当と認められるもの  

２ 前項第１号から第４号までに掲げる費用については、厚生労働

大臣が定めるところによる。  

３ 指定地域密着型介護老人福祉施設は、第１項各号に掲げる費用

の額に係るサービスの提供に当たつては、あらかじめ、入所者又

はその家族に対し、当該サービスの内容及び費用を記した文書を

交付して説明を行い、入所者の同意を得なければならない。この

場合において、同項第１号から第４号までに掲げる費用に係る同

意については、文書によるものとする。  

（計画担当介護支援専門員の行う業務）  

第６１条 条例第１６４条（条例第１８７条において準用する場合

を含む。）の規則で定める業務は、次の各号に掲げるものとする。  

（１） 入所申込者の入所に際し、その者に係る居宅介護支援事

業者に対する照会等により、その者の心身の状況、生活歴、病

歴、指定居宅サービス等の利用状況等を把握すること。  

（２） 入所者の心身の状況、その置かれている環境等に照らし、

その者が居宅において日常生活を営むことができるかどうかに

ついて定期的に検討すること。  

（３） その心身の状況、その置かれている環境等に照らし、居

宅において日常生活を営むことができると認められる入所者に

対し、その者及びその家族の希望、その者が退所後に置かれる

こととなる環境等を勘案し、その者の円滑な退所のために必要

な援助を行うこと。  

（４） 入所者の退所に際し、居宅サービス計画の作成等の援助

に資するため、居宅介護支援事業者に対して情報を提供するほ



か、保健医療サービス又は福祉サービスを提供する者と密接に

連携すること。  

（５） 条例第１５４条第２項又は第１８０条第２項の規定によ

る身体的拘束等の態様及び時間、その際の入所者の心身の状況

並びに緊急やむを得ない理由の記録を行うこと。  

（６） 条例第１７４条又は第１８７条において準用する条例第

３７条第２項の規定による苦情の内容等の記録を行うこと。  

（７） 条例第１７２条第３項（条例第１８７条において準用す

る場合を含む。）の規定による事故の状況及び事故に際して採

つた処置についての記録を行うこと。  

（感染症等の発生等を防ぐための措置）  

第６２条 条例第１６８条第２項（条例第１８７条において準用す

る場合を含む。）の規則で定める措置は、次の各号に掲げるもの

とする。  

（１） 指定地域密着型介護老人福祉施設における感染症及び食

中毒の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会を

おおむね３月に１回以上開催するとともに、その結果について、

介護職員その他の従業者に周知徹底を図ること。この場合にお

いて、当該委員会は、テレビ電話装置その他の情報通信機器（以

下「テレビ電話装置等」という。）を活用して開催することが

できる。  

（２） 指定地域密着型介護老人福祉施設における感染症及び食

中毒の予防及びまん延の防止のための指針を整備すること。  

（３） 指定地域密着型介護老人福祉施設において、介護職員そ

の他の従業者に対し、感染症及び食中毒の予防及びまん延の防

止のための研修並びに感染症の予防及びまん延の防止のための

訓練を定期的に実施すること。  

（４） 前３号に掲げるもののほか、厚生労働大臣が定める手順

に沿つた対応を行うこと。  

（事故の発生等を防止するための措置）  



第６３条 条例第１７２条第１項（条例第１８７条において準用す

る場合を含む。）の規則で定める措置は、次の各号に掲げるもの

とする。  

（１） 事故が発生した場合の対応、次号に規定する報告の方法

等が記載された事故発生の防止のための指針を整備すること。  

（２） 事故が発生した場合又はそれに至る危険性がある事態が

生じた場合に、当該事実が報告され、その分析を通した改善策

について、従業者に周知徹底を図る体制を整備すること。  

（３） 事故発生の防止のための委員会を定期的に開催し、及び

従業者に対する研修を定期的に行うこと。この場合において、

当該委員会は、テレビ電話装置等を活用して開催することがで

きる。  

（４） 前３号に掲げる措置を適切に実施するための担当者を置

くこと。  

（準用）  

第６４条 第７条の規定は、指定地域密着型介護老人福祉施設入所

者生活介護事業者について準用する。この場合において、同条中

「条例第８条第２項」とあるのは「条例第１７４条において準用

する条例第８条第２項」と読み替えるものとする。  

第２節 ユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設入所

者生活介護  

（設備）  

第６５条 ユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設には、次の

各号に掲げる設備の区分に応じ、当該各号に定める基準を満たす

設備を設けなければならない。  

（１） 居室 次に掲げる基準を満たすこと。  

ア １の居室の定員は、１人とすること。ただし、入居者への

指定地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護の提供上必

要と認められる場合は、２人とすることができる。  

イ いずれかのユニットに属するものとし、当該ユニットの共



同生活室に近接して一体的に設けること。  

ウ １のユニットの入居定員は、原則としておおむね１０人以

下とし、１５人を超えないものとすること。  

エ １の居室の床面積等は、１０．６５平方メートル以上とす

ること。ただし、第１号アただし書の場合にあつては、２１．

３平方メートル以上とすること。  

オ ブザー又はこれに代わる設備を設けること。  

（２） 共同生活室 次に掲げる基準を満たすこと。  

ア いずれかのユニットに属するものとし、当該ユニットの入

居者が交流し、共同で日常生活を営むための場所としてふさわ

しい形状を有すること。  

イ １の共同生活室の床面積は、２平方メートルに当該共同生

活室が属するユニットの入居定員を乗じて得た面積以上を標

準とすること。  

ウ 必要な設備及び備品を備えること。  

（３） 洗面設備 居室ごとに設けるか、又は共同生活室ごとに

適当数を設け、要介護者が使用するのに適したものとすること。 

（４） 便所 次に掲げる基準を満たすこと。  

ア 居室ごとに設けるか、又は共同生活室ごとに適当数を設け

ること。  

イ ブザー又はこれに代わる設備を設けるとともに、要介護者

が使用するのに適したものとすること。  

（５） 浴室、医務室及び廊下幅 第５９条第３号、第６号及び

第８号に規定する基準を満たすこと。  

（職員配置）  

第６６条 条例第１８５条第２項の規則で定める職員配置は、次の

各号に掲げるところによるものとする。  

（１） 昼間については、ユニットごとに常時１以上の介護職員

又は看護職員を配置すること。  

（２） 夜間及び深夜については、２ユニットごとに１以上の介



護職員又は看護職員を夜間及び深夜の勤務に従事する職員とし

て配置すること。  

（３） ユニットごとに、常勤のユニットリーダーを配置するこ

と。  

（準用）  

第６７条 第７条の規定は、ユニット型指定地域密着型介護老人福

祉施設入所者生活介護事業者について準用する。この場合におい

て、同条中「条例第８条第２項」とあるのは「条例第１８７条に

おいて準用する条例第８条第２項」と読み替えるものとする。  

第９章 看護小規模多機能型居宅介護  

（従業者の員数）  

第６８条 指定看護小規模多機能型居宅介護事業者は、指定看護小

規模多機能型居宅介護事業所ごとに次の各号に掲げる区分に応じ、

当該各号に定める員数の従業者を置かなければならない。  

（１） 管理者 １  

（２） 保健師、看護師若しくは准看護師（以下この章において

「看護職員」という。）又は介護職員 常勤換算方法で、通い

サービス（条例第１８９条第１号に規定する通いサービスをい

う。以下この章において同じ。）の提供に当たる者をその利用

者の数が３又はその端数を増すごとに１以上及び訪問サービス

（条例第１８９条第２号に規定する訪問サービスをいう。以下

この章において同じ。）の提供に当たる者を２以上とし、夜間

及び深夜の時間帯を通じて指定看護小規模多機能型居宅介護の

提供に当たる看護職員又は介護職員（以下この章において「看

護職員等」という。）については、夜間及び深夜の勤務に当た

る者を１以上及び宿直勤務に当たる者を当該宿直勤務に必要な

数以上  

（３） 介護支援専門員 １以上  

（管理者の配置基準）  

第６９条 前条第１号に規定する管理者（以下この条において「管



理者」という。）は、専らその職務に従事する常勤の者でなけれ

ばならない。ただし、指定看護小規模多機能型居宅介護事業所の

管理上支障がない場合は、当該指定看護小規模多機能型居宅介護

事業所の他の職務に従事し、又は他の事業所、施設等の職務に従

事することができる。  

２ 前項本文の規定にかかわらず、指定看護小規模多機能型居宅介

護事業所の管理上支障がない場合は、サテライト型指定看護小規

模多機能型居宅介護事業所の管理者は、本体事業所（条例第１８

９条第２号に規定する本体事業所をいう。以下同じ。）の管理者

をもつて充てることができる。  

３ 管理者は、特別養護老人ホーム、老人デイサービスセンター、

介護老人保健施設、介護医療院、指定小規模多機能型居宅介護事

業所、指定認知症対応型共同生活介護事業所、指定複合型サービ

ス事業所等の従業者又は訪問介護員等として３年以上認知症であ

る者の介護に従事した経験を有する者若しくは保健医療サービス

若しくは福祉サービスの経営に携わつた経験を有する者であつて、

厚生労働大臣が定める研修を修了しているもの又は保健師若しく

は看護師でなければならない。  

（看護職員等の配置基準）  

第７０条 第６８条第２号の利用者の数は、前年度の平均値とする。

ただし、新規に指定を受ける場合は、推定数による。  

２ 看護職員等のうち１以上の者は、常勤の保健師又は看護師でな

ければならない。  

３ 看護職員等のうち常勤換算方法で２．５以上の者は、看護職員

でなければならない。  

４ 通いサービス及び訪問サービスの提供に当たる看護職員等のう

ち、１以上の者は、看護職員でなければならない。  

５ 宿泊サービス（条例第１８９条第３号に規定する宿泊サービス

をいう。以下この章において同じ。）の利用者がいない場合であ

つて、夜間及び深夜の時間帯を通じて利用者に対して訪問サービ



スを提供するために必要な連絡体制を整備しているときは、第６

８条第２号の規定にかかわらず、夜間及び深夜の時間帯を通じて

夜間及び深夜の勤務並びに宿直勤務に当たる看護職員等を置かな

いことができる。  

６ 指定看護小規模多機能型居宅介護事業所に次の各号に掲げる施

設等が併設されている場合においては、第６８条第２号及び前各

項に定める人員に関する基準を満たす看護職員等を置くほか、当

該各号に掲げる施設等の人員に関する基準を満たす従業者を置い

ているときは、当該看護職員等は、当該各号に掲げる施設等の職

務に従事することができる。  

（１） 指定認知症対応型共同生活介護事業所  

（２） 指定地域密着型特定施設  

（３） 指定地域密着型介護老人福祉施設  

（４） 介護医療院  

７ 第６８条第２号の規定にかかわらず、サテライト型指定看護小

規模多機能型居宅介護事業所に置くべき訪問サービスの提供に当

たる看護職員等については、本体事業所の職員により当該サテラ

イト型指定看護小規模多機能型居宅介護事業所の登録者の処遇が

適切に行われると認められるときは、２人以上とすることができ

る。  

８ 第６８条第２号の規定にかかわらず、サテライト型指定看護小

規模多機能型居宅介護事業所については、夜間及び深夜の時間帯

を通じて本体事業所において宿直勤務を行う看護職員等により当

該サテライト型指定看護小規模多機能型居宅介護事業所の登録者

の処遇が適切に行われると認められるときは、夜間及び深夜の時

間帯を通じて宿直勤務を行う看護職員等を置かないことができる。 

９ 第３項の規定にかかわらず、サテライト型指定看護小規模多機

能型居宅介護事業所については、看護職員の員数は常勤換算方法

で１以上とする。  

１０ 指定複合型サービス事業者が指定訪問看護事業者の指定を併



せて受け、かつ、指定看護小規模多機能型居宅介護の事業と指定

訪問看護の事業とが同一の事業所において一体的に運営されてい

る場合に、指定訪問看護事業所において看護職員が常勤換算方法

で２．５以上となる員数が置かれているときは、当該複合型サー

ビス事業者は、第３項に規定する基準を満たしているものとみな

すことができる。ただし、次の各号に掲げるときは、この限りで

ない。  

（１） 指定訪問看護事業者が指定定期巡回・随時対応型訪問介

護看護事業者の指定を併せて受け、かつ、指定訪問看護の事業

と指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の事業が同一の事業

所において一体的に運営されており、第３条第５号アに規定す

る基準を満たす場合であつて、当該指定訪問看護事業者が指定

訪問看護の提供に当たる従業者の員数の必要数を配置している

ものとみなされているとき。  

（２） 第６条第６項の規定により指定定期巡回・随時対応型訪

問介護看護事業者が第３条第５号アの規定の基準を満たしてい

るものとみなされているとき。  

（介護支援専門員の配置基準）  

第７１条 第６８条第３号に規定する介護支援専門員（以下この条

において「介護支援専門員」という。）は、登録者に係る指定居

宅サービスの利用に係る計画及び看護小規模多機能型居宅介護計

画の作成に専ら従事しなければならない。ただし、利用者の処遇

に支障がない場合は、指定看護小規模多機能型居宅介護事業所の

他の職務に従事し、又は当該指定看護小規模多機能型居宅介護事

業所に併設する前条第６項各号に掲げる施設等の職務に従事する

ことができる。  

２ 介護支援専門員は、厚生労働大臣が定める研修を修了している

者でなければならない。  

（設備）  

第７２条 指定看護小規模多機能型居宅介護事業者は、指定看護小



規模多機能型居宅介護事業所に次の各号に掲げる設備の区分に応

じ、当該各号に定める基準を満たす設備を設けなければならない。 

（１） 居間及び食堂 機能を十分に発揮し得る適当な広さを有

すること。  

（２） 宿泊室 ア及びイ、ウ又はエに掲げる基準を満たすこと。  

ア １の宿泊室の定員は、１人とすること。ただし、利用者の

処遇上必要と認められる場合は、２人とすることができる。  

イ １の宿泊室の床面積は、７．４３平方メートル以上とする

こと。ただし、指定看護小規模多機能型居宅介護事業所が病院

又は診療所である場合であつて定員が１人である宿泊室の床

面積については、６．４平方メートル以上とすることができる。 

ウ ア及びイを満たす宿泊室（以下この号において「個室」と

いう。）以外の宿泊室を設ける場合は、個室以外の宿泊室の面

積を合計した面積は、おおむね７．４３平方メートルに宿泊サ

ービスの利用定員から個室の定員数を減じた数を乗じて得た

面積以上とするものとし、その構造は利用者のプライバシーが

確保されたものであること。この場合において、プライバシー

が確保された居間については、個室以外の宿泊室の面積に含め

ることができる。  

エ 指定看護小規模多機能型居宅介護事業所が診療所である場

合であつて、当該指定看護小規模多機能型居宅介護の利用者へ

のサービスの提供に支障がない場合には、当該診療所が有する

病床については、宿泊室を兼用することができる。  

（準用）  

第７３条 第７条及び第２８条の規定は、指定看護小規模多機能型

居宅介護事業者について準用する。この場合において、第７条中

「条例第８条第２項」とあるのは「条例第２０１条において準用

する条例第８条第２項」と、第２８条第１項中「条例第１０５条」

とあるのは「条例第２０１条」と読み替えるものとする。  

第１０章 補則  



第７４条 この規則に定めるもののほか必要な事項は、市長が定め

る。  

附 則  

（施行期日）  

１ この規則は、公布の日から施行する。  

（経過措置）  

２ 介護保険法施行令等の一部を改正する政令（平成１８年政令第

１５４号）附則第３条の規定により指定認知症対応型通所介護事

業者とみなされた者に係る第１５条第２項（第２２条第２項にお

いて準用する場合を含む。）の規定の適用については、第１５条

第２項中「者であつて、厚生労働大臣が定める研修を修了してい

るもの」とあるのは、「者」とする。  

３ 介護保険法等の一部を改正する法律（平成１７年法律第７７号）

附則第１０条第２項の規定により指定認知症対応型共同生活介護

事業者とみなされた者が指定認知症対応型共同生活介護の事業を

行う事業所の共同生活住居であつて、平成１８年３月３１日にお

いて指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基

準の一部を改正する省令（平成１１年厚生省令第９６号）附則第

２項の規定の適用を受けていたものについては、第３５条第１項

第２号の規定は適用しない。  

４ 一般病床、精神病床（健康保険法等の一部を改正する法律（平

成１８年法律第８３号）附則第１３０条の２第１項の規定により

なおその効力を有するものとされた介護保険法施行令（平成１０

年政令第４１２号）第４条第２項に規定する病床に係るものに限

る。以下この項及び附則第６項において同じ。）又は療養病床を

有する病院の一般病床、精神病床又は療養病床を平成３６年３月

３１日までの間に転換（当該病院の一般病床、精神病床又は療養

病床の病床数を減少させるとともに、当該病院の施設を介護老人

保健施設、軽費老人ホームその他の要介護者、要支援者その他の

者を入所させ、又は入居させるための施設の用に供することをい



う。）し、指定地域密着型介護老人福祉施設を開設しようとする

場合において、当該転換に係る食堂及び機能訓練室については、

第５９条第７号アの規定にかかわらず、食堂は、１平方メートル

に入所定員を乗じて得た面積以上を有し、機能訓練室は、４０平

方メートル以上の面積を有しなければならない。ただし、食事の

提供又は機能訓練を行う場合において、当該食事の提供又は機能

訓練に支障がない広さを確保することができるときは、同一の場

所とすることができる。  

５ 一般病床又は療養病床を有する診療所の一般病床又は療養病床

を平成３６年３月３１日までの間に転換（当該診療所の一般病床

又は療養病床の病床数を減少させるとともに、当該診療所の施設

を介護老人保健施設、軽費老人ホームその他の要介護者、要支援

者その他の者を入所させ、又は入居させるための施設の用に供す

ることをいう。）し、指定地域密着型介護老人福祉施設を開設し

ようとする場合において、当該転換に係る食堂及び機能訓練室に

ついては、第５９条第７号アの規定にかかわらず、次の各号に掲

げる基準のいずれかに適合するものとする。  

（１） 食堂及び機能訓練室は、それぞれ必要な広さを有するも

のとし、その合計した面積は、３平方メートルに入所定員を乗

じて得た面積以上とすること。ただし、食事の提供又は機能訓

練を行う場合において、当該食事の提供又は機能訓練に支障が

ない広さを確保することができるときは、同一の場所とするこ

とができる。  

（２） 食堂は、１平方メートルに入所定員を乗じて得た面積以

上を有し、機能訓練室は、４０平方メートル以上の面積を有す

ること。ただし、食事の提供又は機能訓練を行う場合において、

当該食事の提供又は機能訓練に支障がない広さを確保すること

ができるときは、同一の場所とすることができる。  

６ 一般病床、精神病床若しくは療養病床を有する病院の一般病床、

精神病床若しくは療養病床又は一般病床若しくは療養病床を有す



る診療所の一般病床若しくは療養病床を平成３６年３月３１日ま

での間に転換（当該病院の一般病床、精神病床若しくは療養病床

又は当該診療所の一般病床若しくは療養病床の病床数を減少させ

るとともに、当該病院又は診療所の施設を介護老人保健施設、軽

費老人ホームその他の要介護者、要支援者その他の者を入所させ、

又は入居させるための施設の用に供することをいう。）し、指定

地域密着型介護老人福祉施設を開設しようとする場合において、

第５９条第８号及び第６５条第５号の規定にかかわらず、当該転

換に係る廊下の幅については、１．２メートル以上とする。ただ

し、中廊下の幅は、１．６メートル以上とする。  

７ 第３９条（第１号及び第３号を除く。）、第４１条及び第４３

条から第４５条までの規定にかかわらず、療養病床等を有する病

院又は病床を有する診療所の開設者が、当該病院の療養病床等又

は当該診療所の病床を平成３６年３月３１日までの間に転換（当

該病院の療養病床等又は当該診療所の病床の病床数を減少させる

とともに、当該病院等の施設を介護医療院、軽費老人ホームその

他の要介護者、要支援者その他の者を入所させ、又は入居させる

ための施設の用に供することをいう。次項において同じ。）を行

つて指定地域密着型特定施設入居者生活介護の事業を行う医療機

関併設型指定地域密着型特定施設（介護老人保健施設、介護医療

院又は病院若しくは診療所に併設される指定地域密着型特定施設

をいう。以下この項及び次項において同じ。）の生活相談員、機

能訓練指導員及び計画作成担当者の員数の基準は、次の各号に掲

げるとおりとする。  

（１） 機能訓練指導員 併設される介護老人保健施設、介護医

療院又は病院若しくは診療所の理学療法士、作業療法士又は言

語聴覚士により医療機関併設型指定地域密着型特定施設の利用

者の処遇が適切に行われると認められるときは、置かないこと

ができること。  

（２） 生活相談員又は計画作成担当者 医療機関併設型指定地



域密着型特定施設の実情に応じた適当数  

８ 第４７条（第１号、第２号及び第６号を除く。）の規定にかか

わらず、療養病床等を有する病院又は病床を有する診療所の開設

者が、当該病院の療養病床等又は当該診療所の病床を平成３６年

３月３１日までの間に転換を行つて指定地域密着型特定施設入居

者生活介護の事業を行う場合の医療機関併設型指定地域密着型特

定施設においては、併設される介護老人保健施設、介護医療院又

は病院若しくは診療所の施設を利用することにより、当該医療機

関併設型指定地域密着型特定施設の利用者の処遇が適切に行われ

ると認められるときは、当該医療機関併設型指定地域密着型特定

施設に浴室、便所及び食堂を設けないことができる。  

（ユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設の職員配置に係る

経過措置）  

９ 入居定員が１０人を超えるユニットを整備するユニット型指定

地域密着型介護老人福祉施設事業者は、第５１条第１項第４号ア

及び第６６条の規定にかかわらず、当分の間、介護職員並びに看

護師及び准看護師の配置（夜間及び深夜の時間帯における配置を

含む。）の実態を勘案して職員を配置するよう努めるものとする。  

附 則（平成２７年規則第１５号）  

（施行期日）  

１ この規則は、公布の日から施行する。  

（経過措置）  

２ 地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するための関

係法律の整備等に関する法律（以下「整備法」という。）附則第

１１条又は第１４条第２項の規定によりなおその効力を有するも

のとされた整備法第５条の規定（整備法附則第１条第３号に掲げ

る改正規定に限る。）による改正前の介護保険法（以下「旧法」

という。）第５３条第１項に規定する指定介護予防サービスに該

当する旧法第８条の２第２項に規定する介護予防訪問介護又は法

第５４条第１項第２号に規定する基準該当介護予防サービスに該



当する旧法第８条の２第２項に規定する介護予防訪問介護若しく

はこれに相当するサービスについては、改正前の第５条第１項の

規定は、なおその効力を有する。  

附 則（平成２９年規則第１８号）  

（施行期日）  

１ この規則は、平成２９年４月１日から施行する。  

（宇治市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及

び運営に関する基準を定める条例施行規則の一部改正）  

２ 宇治市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及

び運営に関する基準を定める条例施行規則（平成２５年宇治市規

則第１９号）の一部を次のように改正する。  

第１１条第１項中「第１７条」を「第２２条第２項において読

み替えて準用する第１３条の４」に改め、同条第２項中「第１８

条」を「第２２条第２項において準用する第１３条の５」に改め

る。  

第１２条後段中「第１７条」」を「第２２条第２項において読

み替えて準用する第１３条の４」」に、「第２２条第２項」を「第

２２条第３項」に、「第１５条」を「第１３条の４、第１５条」

に、「、第１７条及び第２１条」を「及び第２１条第１項」に改

める。  

附 則（平成３０年規則第１９号）  

この規則は、平成３０年４月１日から施行する。  

附 則（令和３年規則第１０号）  

（施行期日）  

１ この規則は、令和３年４月１日から施行する。  

（ユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設の設備に関する基

準の経過措置）  

２ この規則の施行の際現に存する建物（基本的な設備が完成して

いるものを含み、この規則の施行の日（以下「施行日」という。）

以後に増築され、又は全面的に改修された部分を除く。）の居室



であつて、改正前の第６５条第１号エ（イ）に規定する基準を満

たしている居室については、なお従前の例による。  

（感染症の予防及びまん延の防止のための訓練に係る経過措置）  

３ 指定地域密着型介護老人福祉施設は、感染症の予防及びまん延

の防止のための訓練については、改正後の第６２条第３号の規定

にかかわらず、施行日から令和６年３月３１日までの間、介護職

員その他の従業者に対し、当該訓練を定期的に実施するよう努め

るものとする。  

（事故の発生等を防止するための措置に係る経過措置）  

４ 施行日から起算して６月を経過する日までの間における改正後

の第６３条第４号の規定の適用については、同号中「置く」とあ

るのは「置くように努める」とする。  

附 則（令和６年規則第８号）  

この規則は、令和６年４月１日から施行する。  

 


